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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律等の運用上の留意事項

第１ 基本的な考え方

配偶者からの暴力等事案を含む、人身安全関連事案の特徴は、事態が急展開して重

大事件に発展するおそれが大きいことに加えて、加害者の被害者に対する執着心や支

配意識が非常に強いところにある。したがって、この種事案への対応に当たっては、

例えば、事案の危険性を判断して検挙措置等による加害行為の防止を積極的に検討す

る、被害者やその親族等（ 以下「 被害者等」 という 。） を速やかに安全な場所へ避難

させるなど、被害者等の安全確保を最優先に考えて対応すること 。

第２ 定義（ 法第１条関係）

１ 配偶者からの暴力

法における「 配偶者からの暴力」 とは、配偶者からの身体に対する暴力又はこれに

準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（ 以下第２及び第14において「 身体に対する暴
力等」 という 。 ） をいう 。「 身体に対する暴力」 とは、「 身体に対する不法な攻撃で

あって生命又は身体に危害を及ぼすもの」 をいい、「 これ（ ＝身体に対する暴力） に

準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動」 とは、身体に対する暴力に当たらない精神的

暴力又は性的暴力をいう 。

「 配偶者からの暴力」 には、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その

者が離婚をし又はその婚姻が取り消された場合に、離婚後も引き続き元配偶者から受

ける身体に対する暴力等を含む。

２ 被害者

法における「 被害者」 とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう 。

３ 配偶者等

法における「 配偶者」 には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者を含み、「 離婚」 には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様

の事情があった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含む。

第３ 警察官による被害の防止（ 法第８条関係）

本条では、警察官が配偶者からの暴力（ 配偶者又は配偶者であった者からの身体に

対する暴力に限る。以下第３及び第４において同じ。） を認めたときは、警察法、警

察官職務執行法その他の法令に基づき、暴力の制止、被害者の保護等被害の発生を防

止するために必要な措置を講ずるよう努めることが規定されている。これは警察官と

して適切な措置を講じること を確認する趣旨と解される。

なお、本条及び法第８条の２における「 配偶者からの暴力」 は法第６条第１項の規

定により 、配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限られている。こ

れは、精神的暴力や性的暴力は犯罪に該当しない行為を幅広く 含むものであるため、

警察がこれに実効ある措置を執ることは困難であり 、他方、警察による配偶者間の問

題に対する過度の関与となり 、その職務の範囲を超えるおそれがあると考えられたた

めである。
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措置に当たっては、検挙、防犯指導、関係機関・ 団体等の紹介、相手方への指導警

告その他の事案に応じた適切な措置を講ずること。

第４ 警察本部長等の援助（ 法第８条の２関係）

１ 趣旨

警視総監若しく は道府県警察本部長（ 道警察本部の所在地を包括する方面を除く 方

面については、方面本部長。） 又は警察署長（ 以下「 警察本部長等」 という 。 ） は、

配偶者からの暴力を受けている者から、被害を自ら防止するための援助を受けたい旨

の申出があり、その申出を相当と認めると きは、国家公安委員会規則で定めるところ

により 、被害の発生を防止するために必要な援助を行う こと と されている。

これは、配偶者からの暴力が夫婦や家庭内の問題であることから、被害者から援助

の申出があり、かつ、当該申出が配偶者からの暴力を防止するために相当と認められ

るときに限り、必要な援助を行う こと としたものであり 、この場合には、警察に援助

を行う義務があることが示されている。

２ 援助の主体

配偶者からの暴力事案についての援助を行う警察本部長等は、援助を受けたい旨の

申出に基づく ものとし、他の警察本部長等が援助を行う ことがより適切である場合に

は、申出者の同意を得て、援助の実施を確実に引き継ぐ こと 。

援助の申出以前に申出者と面接等して対応をしたことのある警察署又は警察本部が

ある場合には、申出者が再度事情を説明しなく ても済むよう 、援助の申出を受けた警

察署又は警察本部は、面接等の対応をした警察署又は警察本部から記録を取り寄せて

事案の概要を把握した上で、援助を実施すること。

また、援助の申出を受けた警察署又は警察本部が被害者に対し継続的な対応を行う

ことが困難な事情がある場合には、被害者の同意を得て、援助の実施を適切な警察署

又は警察本部に引き継ぐ こと 。

３ 援助の対象

援助の対象は、身体に対する暴力に限られているところであるが、配偶者からの生

命、身体、自由、名誉又は財産に対する脅迫を受けた者についても、接近禁止命令等

（ 法第10条第１項から第４項までに規定する命令をいう 。以下同じ。） を申し立てる
ことができることを踏まえ、当該脅迫を受けた者についても、被害を自ら防止するた

めの援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、身体に対する

暴力を受けている者に準じて、被害の発生を防止するために必要な援助を行う こと 。

一方、配偶者暴力相談支援センターの役割や保護命令制度の教示、一般的な防犯指

導、防犯機器の教示又は貸出し等、警察として必要と認められる者に対し当然行う べ

き措置は、被害者からの申出を待って行う べきものではないので、法第８条の２の規

定によらずに行う ことができる。

４ 援助の申出の相当性の判断

法第８条の２の規定による援助は、その申出の内容が相当と認められるときに行う

ものであるから、申出者は、配偶者からどのよう な暴力を受けているか及び受けたい

援助の内容は何かについて、援助申出書の提出を求める前に具体的に聴取しておく 必
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要がある。

次のよう な場合には、援助の申出を相当と認めるときに該当しない。

○ 申出人が配偶者からの暴力を受けていると認められないとき

○ 申出に係る援助の内容が、規則で定めるものでないとき

○ 援助を受けよう とする目的が配偶者からの暴力による被害を自ら防止するた

めのものでないとき

したがって、例えば、「 離婚の仲介をしてほしい」 、 「 子の親権を自分に渡すよう

に加害者を説得してほしい」 、「 加害者が親権を行使して子と面接する場所として警

察施設を利用させてほしい」 といった申出は、相当とは認められない。

５ 援助申出書の提出（ 規則第２条関係）

被害者から援助の申出があり、その申出を相当であると認めるときは、援助を実施

すること となるが、被害者の申出内容等を確認し、その意思に基づく ものであること

を明らかにするために、援助申出書の提出を求めること 。この場合において、被害の

状況や援助を受けたい理由については、申出を相当と認めるか否かを判断する前に事

前に聴取等をすること と なるので、援助申出書には記載を要しないものと されてい

る。

申出者から提出を受けた援助申出書については、確実に電子化して配偶者暴力シス

テムに事案ごとの関係書類として添付登録し、電子化したものを原本とすること 。

なお、本通達の施行日以降に作成された書面については、事案に係る警察対応が終

結した日の翌年１月１日から１年間保存すること。

また、本通達の施行日以前に作成された書面については、事案に係る警察対応が終

結した日の翌年１月１日から５年間保存すること。

６ 援助の内容

(1) 被害を自ら防止するための措置の教示（ 規則第１条第１号関係）
「 避難その他の措置の教示」 とは、被害防止のための具体的な措置を教示するも

のであり 、その内容と しては、事案の内容に応じて、次のよう なものが考えられ

る。

○ 避難をする際に、親族、友人、支援者、運送業者等を通じて避難先の場所が

加害者に分かることのないよう にしておく こと

○ 避難している場合には、所在を知らせる者を必要最少限にすると ともに、知

らせた者に対しては加害者からの所在の問合せに応じないよう に依頼してお

く こと

○ 子を連れて避難している場合には、学校等を通じて被害者の避難先が分かる

ことのないよう にしておく こと

○ 刑事事件化に備えて、暴力があった日時、状況等の記録や診断書を取ってお

く こと

○ ストーカー行為等の規制等に関する法律（ 平成12年法律第81号。以下「 スト
ーカー規制法」 と いう 。 ） による法的措置を執る場合に備え、電話、電子メ

ールの着信履歴やその内容を保管するなど、つきまと い等又は位置情報無承

諾取得等の状況を記録すること
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なお、これらの措置の教示は、口頭で行う だけでなく 、リ ーフレッ ト等の資料を

交付して行う こと 。

(2) 住所等を知られないよう にするための措置（ 規則第１条第２号関係）
「 住所又は居所を知られないよう にするための措置」 とは、住民基本台帳事務に

おける支援措置の実施のための手続と 、被害者に対する加害者からの行方不明者に

係る届出（ 以下「 行方不明者届」 という 。 ） がされた場合に加害者に被害者の住所

又は居所を知らせないことが該当する。

ア 住民基本台帳事務における支援措置への対応

加害者が住民票や戸籍の附票から被害者の転居先を追跡することを防止するた

め、住民基本台帳事務における支援措置の対象となると認められる事案の被害者

に対しては、本支援措置制度を教示し、当該被害者が本支援措置を希望した場合

は援助申出書の提出を求め、市区町村の窓口へ赴き、「 住民基本台帳事務におけ

る支援措置申出書」 を提出するよう促し、その後当該市区町村から送付された支

援措置申出書に意見を付して返送するなど、支援措置の実施のために必要な手続

を速やかに行う こと 。

イ 開示請求への対応

支援措置申出書に限らず、法第８条の２に基づく 援助申出書、ストーカー規制

法第７条第１項に基づく 援助申出書、配偶者暴力システムに登録された事案関係

記録等の住民基本台帳事務に関する書類について開示請求がなされた場合、当該

文書の存在を回答すれば当該警察署管轄区域内に被害者等が居住することが推定

され、加害者からの追跡を受けるおそれがあることから、当該書類の存否自体を

回答しないこと 。

ウ 行方不明者届への対応

被害者からの援助の申出がされた際に、加害者から被害者に係る行方不明者届

がされていない場合には、援助の申出を受けた警察署又は警察本部は、加害者の

住所地を管轄する警察署、被害者の現在の所在地を管轄する警察署及び被害者の

実家等加害者に所在を知られた最後の所在地であると被害者が思料する地を管轄

する警察署に対して、援助の申出を受けていること を通知すること 。その後、加

害者が行方不明者届をしよう とした場合において、被害者の生命及び身体の安全

を確認しているときには、当該被害者は行方不明者発見活動に関する規則（ 平成

21年国家公安委員会規則第13号。以下「 行方不明者発見活動規則」 という 。 ） 第
２条第１項に規定される行方不明者に該当しないことから、行方不明者届を受理

することはできない旨を加害者に対して説明し、以後、加害者からの当該被害者

に係る行方不明者届を受理しないこと 。

被害者からの援助の申出がされた際に、既に加害者から被害者に係る行方不明

者届を受理している場合には、当該行方不明者届についての登録及び手配を解除

し、以後、加害者から当該被害者に係る行方不明者届を受理しないこと 。また、

これらの措置について、加害者から説明を求められた場合には、行方不明者発見

活動規則に規定される行方不明者に被害者が該当しない旨を説明すること 。

なお、加害者が被害者の追跡のために、被害者が同居している子に係る行方不
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明者届を出していること が判明したなどの場合も、上記と同様の対応を行う こ

と 。

エ 行方不明者を発見等した際の措置

行方不明者発見活動規則第26条第２項の規定に基づき、発見した行方不明者が
配偶者からの暴力を受けていた際は、当該行方不明者の同意がある場合を除き、

届出人に対して通知をしないこと とされていることから、行方不明者を発見した

場合は意思確認の上、適切な対応を行う こと。

(3) 被害防止交渉を円滑に行うための措置（ 規則第１条第３号関係）
「 被害防止交渉」 とは、暴力を止めるよう加害者に誓約を求める交渉をいい、離

婚や離婚に伴う子の親権等に関する話合いはこれに含まれない。

警察が配偶者からの暴力事案に係る被害者の被害防止交渉を支援すること と した

のは、特に同居中など交渉によって改善が期待できるよう な場合がみられることか

ら、そのよう な場合に話合いを希望する被害者が安全な環境で交渉に臨むことがで

きるよう にするためのものである。

被害防止交渉の支援については、配偶者暴力相談支援センターが行う ことも想定

されるが、警察による加害者の暴力抑止効果を期待して被害者が援助の申出を行っ

ている場合には、暴力の防止の観点から警察が被害防止交渉の援助を行う ものであ

る。

なお、被害防止交渉で合意した結果を加害者が遵守しないことも考えられること

から、被害防止交渉に係る援助を行う ときには、被害者に対して「 再度被害が発生

した場合には、直ちに警察に通報すること 」 を教示すると ともに、加害者に対して

「 配偶者間であっても暴行、傷害、脅迫、不同意わいせつ・ 不同意性交等、ストー

カー行為等の刑罰法令に抵触する行為は犯罪であること 」 をよく 理解させておく こ

と 。

ア 被害防止交渉に関する事項についての助言（ 規則第１条第３号イ関係）

加害者と被害防止交渉を行おう と している被害者に対して、助言を行う もので

ある。助言の具体的な内容としては、次のよう なものが考えられる。

○ 被害防止交渉を行う際には、第三者を立ち会わせること

○ 被害防止交渉中に暴力的言動があった場合には、直ちに当該交渉を中止す

ること

○ 被害防止交渉に当たっては、感情的にならず、伝えるべきこと を簡潔に伝

えること

イ 加害者に対する必要な事項の連絡（ 規則第１条第３号ロ関係）

加害者と被害防止交渉を行おう と している被害者に代わって、被害防止交渉を

行う ために必要な事項を連絡することである。

加害者に被害者の所在を秘匿する必要がある場合には、援助の申出を受けた警

察署又は警察本部において直接加害者に連絡することにより 、被害者の住所又は

居所を加害者に推知されることのないよう にすること。したがって、例えば加害

者の住所地を管轄する警察署又は警察本部を通じて連絡を行うなどすること 。

具体的に加害者に対し連絡すべき必要な事項の内容としては、次のよう なもの
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が考えられる。

○ 被害者が被害防止交渉を行う ことを求めていること

○ 被害者の希望する交渉の日時、場所等

○ 加害者からの連絡は、被害者に代わって警察が受けること

○ 被害防止交渉時には、被害者に対して暴力的な言動を行わないこと

ウ 警察施設の利用（ 規則第１条第３号ハ関係）

被害防止交渉に当たって加害者が暴力を行った場合に、直ちに警察が対応する

ことが可能であることから、被害者がこれにより安心できるよう にするため、被

害防止交渉を行う場所として警察署の会議室等の警察施設を提供し、利用させる

ことである。

この場合において、申出人が信頼できる第三者を同伴させて当該第三者を被害

防止交渉に立ち会わせるものとすること。

(4) その他適当と認める援助（ 規則第１条第４号関係）
被害者からの申出を相当と認めるときに行う援助は、規則第１条第１号から第３

号までに掲げるもの以外にも、適当と認められる援助もあり得ると考えられること

から設けられたものである。

７ 留意事項

配偶者からの暴力が行われた場合において、加害者がその被害者に対して、ストー

カー規制法第６条に定めるストーカー行為等を行った場合には、同法第７条に基づく

援助が可能であるこ と に留意するこ と （ 第16「 ストーカー規制法の活用」 を参
照。） 。

また、第１「 基本的な考え方」 を踏まえ、被害者等に危害が加えられる危険性に応

じて、被害者による自主的被害防止措置を助ける措置以外の援助措置についても積極

的に講じること 。

第５ 関係機関との連携協力（ 法第９条関係）

１ 実態把握及び連携体制の構築

本条では、関係機関が被害者の保護に当たって相互に連携を図りながら協力するよ

う努めることが規定されている。

市町村の設置する施設についても配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果た

すよう努めるものと されていること （ 法第３条第２項） 、就業の促進、住宅の確保、

援護等に関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整等

が配偶者暴力相談支援センターの業務として明記されていること （ 法第３条第３項）

及び福祉事務所は生活保護法（ 昭和25年法律第144号） 、児童福祉法（ 昭和22年法律
第164号） 、母子及び父子並びに寡婦福祉法（ 昭和39年法律第129号） その他の法令の
定めるところにより被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めるも

のと されていること （ 法第８条の３） から、管内のこれらの関係行政機関の実態を把

握し、連携体制を構築すること。

２ 協議会への参加

法第５条の２第１項において、「 都道府県は、単独で又は共同して、配偶者からの
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暴力の防止及び被害者の保護を図るため、関係機関、関係団体、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関連する職務に従事する者その他の関係者（ 以下「 関係機関

等」 という 。 ） により構成される協議会（ 以下「 協議会」 という 。 ） を組織するよう

努めなければならない。 」 と され、また、同条第２項において、「 市町村は、単独で

又は共同して、協議会を組織することができる。」 と されていることを踏まえ、都道

府県警察においては、当該協議会が組織された場合は積極的に参加し、被害者に関す

る情報その他被害者の保護を図るために必要な情報の交換を行う と ともに、被害者に

対する支援の内容に関する協議を行う など関係機関等と連携を図ること 。また、協議

の際に、被害者等の個人情報を取り扱う ことが想定されるところ、法第５条の３にお

いて、「 協議会の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がなく 、協議

会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 」 と されていること を踏ま

え、その取扱いに十分留意し適切に対応すること。

３ 適切な機関への円滑な引継ぎ

「 配偶者からの暴力」 に含まれる「 身体に対する暴力に準ずる心身に有害な影響を

及ぼす言動」 の被害に係る申出については、配偶者暴力相談支援センターで対応する

ことが適当である（ 法第３条第３項第１号及び第２号） ことから、被害者からの事情

聴取や調査の結果、身体に対する暴力が行われていないことが判明した場合には、配

偶者暴力相談支援センターへ円滑に引き継ぐこと。

また、被害者から支援を受けたい旨の申出を受けた場合において、その内容が住宅

の確保、就労の斡旋等警察以外の機関で対応することが適切であると認められるとき

は、配偶者暴力相談支援センターや福祉事務所等他の適切な機関等に円滑に引き継ぐ

こと 。

他方、退去等命令（ 法第10条の２に規定する命令をいう 。以下同じ。） が発せられ
た加害者から退去先についての申出を受けた場合には、福祉事務所等と連携し円滑に

引き継ぐこと 。

なお、このよう な関係機関に引継ぎを行う場合には、申出者等に対し、単に当該機

関等の名称及び連絡先を教示するだけでなく 、当該機関等に連絡して担当者名を確認

し、当該担当者に面接させるなどにより、申出者等を確実に引き継ぐこと 。

第６ 苦情の適切かつ迅速な処理（ 法第９条の２関係）

関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出

を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めること と されている。

警察の職務執行に対する苦情については、「 県民の要望等を組織運営に反映させる

施策の実施要綱の制定について（ 例規通達） 」 （ 平成12年７月12日付け広監第299
号） 等により適切に処理すること 。

第７ 配偶者からの暴力に関する事案等の記録及び保管

１ 事案等の記録

保護命令（ 法第13条に規定する命令をいう 。以下同じ。） に関する規定が適正かつ
円滑に施行されるためには、警察職員に対し被害者が対応等を求めた際の状況及びこ
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れに対して執られた措置の内容を、適切に記録し保管しておく 必要がある。

被害者から申出等を受けた場合には、配偶者暴力システムへの登録により記録化す

ると ともに、法第14条第２項に基づき、裁判所の求めに応じて提出する別添「 配偶者
からの暴力相談等対応票」 （ 以下「 対応票」 と いう 。 ） を同システムにより作成し

て、これらを警察活動のために用いるとと もに、裁判所に対する提出書面として活用

すること 。

２ 受理及び記録の担当の在り方

配偶者からの暴力に関する申出等（ 110番通報を除く 。以下同じ。） については、
その内容や申出等に至る経緯等から見て明らかに刑罰法令に抵触せず違法性が認めら

れない場合、危険性が認められない場合等を除き、原則として生活安全部門と刑事部

門の担当者が共同で聴取を行う こと。また、警察署において申出等により配偶者から

の暴力事案等を認知した場合は、警察署長及び生活安全部人身安全対策課（ 以下、

「 人身安全対策課」 という 。 ） に速報すること 。

申出等を受けた部署においては、責任を持って配偶者暴力システムへの登録を行う

と共に同システムにより対応票を作成し、速やかに、人身安全対策課に連絡するこ

と 。ただし、警察署において、交番等生活安全（ 刑事） 課以外で配偶者からの暴力に

関して申出等を受けた場合には、生活安全（ 刑事） 課からの助言を受けるなど、適切

な記録化に配意すること 。

なお、配偶者からの暴力に関する110番通報を受理し現場臨場したときは、現場臨
場した部署が配偶者暴力システムへの登録及び対応票の作成を行う ものとする。

３ 配偶者暴力システムによる記録化及び対応票の作成を要する場合

警察職員が保護命令の申立人になり得る者と その配偶者間に関する問題につい

て、その者から警察対応を求められたと認められる場合は、全事案について配偶者

暴力システムへの記録化を行う こと。

「 警察対応を求められたと認められる場合」 には、相談受理、被害届又は告訴・ 告

発を受理した場合が含まれることがあると解されるため、これらの場合には配偶者暴

力システムへの登録による対応票の作成に努めなければならない。

なお、改正法により、保護命令のう ち接近禁止命令等の申立てをすることができる

被害者の範囲について、生命又は身体に加え、自由、名誉又は財産に対する脅迫を受

けた被害者についても接近禁止命令等の申立ての対象とされた。このう ち、「 自由」

と しては、身体・ 行動の自由、謝罪に関する意思の自由、職業選択の自由、性的自由

等が対象となり得るとされている。また、告知される害悪の内容は一般に人を畏怖さ

せるに足りる程度のものが必要であり 、人を畏怖させるに足りる程度のものであるか

どう かは、害悪の告知に至る経緯、加害者と被害者との関係、被害者の心理状況など

の個別的事情をも考慮に入れることになると考えられ、告知の方法は言葉、態度・ 動

作、暗示的方法や他人を介して間接的に通告する方法も含まれ得ると考えられる。

この点、保護命令発令の要件を満たすか否かについては、被害者の申立てにより 、

裁判所において判断されるため、警察において配偶者からの暴力を受けている旨の申

出を受けた段階では、身体に対する暴力に限らず、生命、身体、自由、名誉又は財産

に対する脅迫が疑われる場合も含め、配偶者からの暴力事案等として幅広く 受理し、
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対応票を作成すること。

また、申出時には加害者と離婚している、内縁関係を解消しているなどの場合であ

っても、それ以前に当該加害者からの暴力等を受け、引き続き当該加害者から暴力等

を受けていると申し立てた場合には、対応票を作成すること 。

４ 作成の時期

対応票は、申出等を受けた際、又は被害届等の受理後速やかに作成すること 。

数回にわたり申出等を受けた場合においては、それぞれの日時、場所等の情報が必

要となるため、それぞれについて対応票の作成を行う 。

なお、対応票の作成については、原則、配偶者暴力システムに必要事項を登録して

行う こと とする。

５ 記録に関する留意事項

被害者から申出等を受けて記録する際には、現場臨場により対応する場合でも、警

察署等の適切な施設で行い、また、外から見えない相談室等で話を聞く など、被害者

の安全の確保及びプライバシー保護に十分に配慮して対応すること 。

また、被害者本人から対応票の写しの交付の求めがあった場合において、その理由

が配偶者からの暴力被害を自ら防止するために必要であると認められる場合には、第

４の６ (4)「 その他必要と認める援助（ 規則第１条第４号関係） 」 の措置として対応
票の交付を行う ことができる。交付に当たっては、要望者が被害者本人であることの

身分確認を確実に行い、被害者が申し出た日時及び場所並びに申出内容等を確認した

上で実施すること 。この場合においては、被害者本人以外の者に関する個人情報の取

扱いについて十分留意すること。

なお、保護命令に係る裁判において、加害者は対応票を閲覧することが可能である

ので、被害者等の安全確保に配意した適切な記載に努めること 。

第８ 裁判所への書面の提出（ 法第14条第２項関係）
１ 趣旨

保護命令の要件を判断するに当たり 、被害者が申立書に配偶者暴力相談支援センタ

ー又は警察に対し、相談又は援助若しく は保護を求めた事実を記載した場合には、裁

判所は配偶者暴力相談支援センターや警察における相談又は援助若しく は保護の状況

について書面の提出を求めることが規定されている。

２ 裁判所からの書面提出要求への回答等を担当する窓口

相談又は援助若しく は保護の記録は第７のとおり各取扱部署において作成するが、

人身安全対策課及び警察署の生活安全(刑事)課が、各取扱部署から送付された対応票
の写しを一元的に管理し、記載内容の確認等の最終的な点検を行い、裁判所から書面

提出要求がされた場合には速やかに取扱所属から回答するものとする。

３ 留意事項

警察署が法第14条第２項に基づき他都道府県の裁判所から書面の提出を求められた
場合には、速やかに、人身安全対策課に連絡するなど、人身安全対策課において対応

票の記載内容、提出状況等について把握できるよう所要の措置を執ること 。
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第９ 保護命令の通知（ 法第15条第３項関係）
１ 保護命令の通知

地方裁判所は、保護命令を発したときは、速やかにその旨及び保護命令の内容を申

立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長（ 第９及び第11におい
て、単に「 警察本部長」 と いう 。 ） に対して通知すること が規定されている。これ

は、法執行機関である警察が、発令主体である裁判所から保護命令を発した旨等につ

いて通知を受けておく ことが法執行のために必要であることから規定されたものと解

される。

２ 保護命令の通知を受けた後の対応

(1) 警察本部及び申立人の住所等を管轄する警察署長の執るべき措置
ア 警察本部の執るべき措置

(ｱ) 法第15条第３項に基づく 通知を受けた場合の措置
生活安全部人身安全対策課長（ 以下「 人身安全対策課長」 という 。 ） は、地

方裁判所から法第15条第３項に基づく 通知を受けたときは、速やかに、申立人
と連絡をと り 、申立人の住居、勤務先その他その通常所在する場所を把握

し、当該場所を管轄する警察署長（ 以下「 関係署長」 と いう 。 ） に対し、保

護命令が発せられた旨及びその内容を連絡すること 。

なお、申立人の居所が他の都道府県にあることが判明した場合にあっては、

人身安全対策課長は、申立人の居所を管轄する警察本部長にその後の措置を

引き継ぎ、その旨を同項に基づく 通知を行った地方裁判所に対し、連絡する

こと 。

(ｲ) 保護命令の効力の発生を確認した場合の措置
人身安全対策課長は、地方裁判所から保護命令の効力の発生について通知を

受けるなどして保護命令の効力の発生を確認したと きは、速やかに、関係署

長に対し、その旨及び保護命令の効力が生じた日時を連絡すること 。

(ｳ) その他の保護命令に係る通知を受けた場合の措置
人身安全対策課長は、地方裁判所から法第15条第３項に基づく 通知及び保護
命令の効力の発生についての通知以外の保護命令に係る通知を受けたと き

は、速やかに、関係署長に対し、その内容を連絡すること 。

(ｴ) 保護命令に係る情報の確認体制の整備
人身安全対策課長は、警察官が保護命令違反事件の捜査のため保護命令の

効力その他の保護命令に係る情報を迅速に確認すること ができるよう 、当該

情報を収集及び整理すると と もに、関係部署に必要な事項を周知徹底するな

どして常時対応できる体制を整えること。

(ｵ) 留意事項
人身安全対策課長は、保護命令の内容に法令違反がある場合は、民事訴訟法

（ 平成８年法律第109号） 第122条及び第256条に基づき、裁判所は言渡し後１
週間以内に限り 、変更の判決をすること ができると されていること から、法

令違反があると認めたと きは直ちに裁判所に内容を確認すると と もに、申立

人に対して裁判所に内容を確認するよう助言すること 。
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また、保護命令の内容に誤記その他これらに類する明白な誤りがあっ た場

合は、民事訴訟法第257条に基づき、裁判所が申立て又は職権でいつでも更正
決定をすること ができること から、明白な誤りがあると認めたと きは速やか

に裁判所に内容を確認すること。

イ 申立人の住所等を管轄する警察署長の執るべき措置

申立人の住所（ 居所がある場合にあっては居所） を管轄する警察署長は、申立

人の意向を確認した上で申立人方（ 女性自立支援施設等に保護されている場合に

あっては、当該施設） を訪問させるなどして、次の事項を教示するものとする。

(ｱ) 配偶者暴力相談支援センターの利用に関する事項
(ｲ) 緊急時の警察に対する通報に関する事項
(ｳ) 配偶者からの暴力に係る防犯上の留意事項

(2) 申立人の住居、勤務先その他その通常所在する場所が複数の都道府県の区域に及
ぶ場合の保護命令に係る通知の内容の連絡

申立人の住居、勤務先その他その通常所在する場所が複数の都道府県の区域に及

ぶ場合における警察本部長から関係署長に対する保護命令に係る通知の内容の連絡

は、地方裁判所から通知を受けた人身安全対策課長が他の都道府県の区域を管轄す

る警察本部長を経由して行う ものとする。

(3) 警察本部及び関係署長の留意事項
ア 加害者（ 保護命令を受けた者） への対応

原則として、加害者の住所を（ 居所がある場合にあっては居所） を管轄する警

察署長は、第９の２のアの（ ｲ） で連絡を受けた場合、加害者に対しては、保護

命令の趣旨及び保護命令違反が罪に当たること を認識させ、保護命令が確実に遵

守されるよう指導警告等を行う こと。

但し、事案に応じて人身安全対策課長等が行う ことは差し支えない。

イ 申立人への対応

被害者に対しては、保護命令の趣旨を説明すると と もに、有事の際の110番通
報等、必要な防犯指導を実施すること 。

また、保護命令期間中は、保護命令違反等の事態の急転に備え、申立人に係る

経過観察を継続し、特異動向の有無等を配偶者暴力システムに登録し記録化する

こと 。

なお、継続対応については、原則、申立人の住居を管轄する警察署が行う こと

とするが、母子生活支援施設等に秘匿転居した被害者については、この限りでな

いため、人身安全対策課及び関係警察署と協議した上で、対応を検討すること 。

ウ 事案に応じた適切な措置

保護命令が発せられる場合は、申立人が「 配偶者からの更なる身体に対する暴

力又は生命、身体、自由、名誉若しく は財産に対する脅迫により 、その生命又は

心身に重大な危害を受けるおそれが大きい」 状態にあるという ことに十分に留意

し、連絡担当者が、保護命令に係る情報について関係する警察本部の連絡担当者

に周知すると ともに、事案に応じて必要な措置を講ずること 。

エ 相互の連携
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申立人の生活実態に変化が見られた場合や保護命令の相手方に特異言動が認め

られる場合等に、連絡担当者相互間で必要な連携を執るよう努めること 。

第10 子への接近禁止命令等に伴う適切な措置（ 法第10条第３項関係）
１ 裁判所からの通知を受けた後の対応

子への接近禁止命令及び子への電話等禁止命令（ 以下「 子への接近禁止命令等」 と

いう 。 ） が発せられた旨の通知を受けた場合においては、第９の２ (1)「 警察本部及
び申立人の住所等を管轄する警察署長の執るべき措置」 に準じて、適切な措置を講じ

ること 。

２ 子への接近禁止命令等違反事件の捜査に当たっての留意事項

子への接近禁止命令等が発せられている場合に、いわゆる面接交渉権が認められて

いるときは、保護命令違反の成否に影響を及ぼすおそれがあるので、離婚した被害者

の子への接近禁止命令等の捜査を行う に当たっては、当該子に係る面接交渉権が加害

者に認められているか否かを確認し、捜査の適正を期すること 。

３ 児童虐待防止のための措置

児童虐待の防止等に関する法律（ 平成12年法律第82号） 第２条第４号において、
「 児童が同居する家庭における配偶者に対する暴力（ 配偶者（ 婚姻の届出をしていな

いが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） の身体に対する不法な攻撃で

あって生命又は身体に危害を及ぼすもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす

言動をいう 。） その他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行う こと 」 は、児童

虐待に当たることが明確にされている。また、同法第６条第１項において、児童虐待

を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、これを市町村、都道府県の設置

する福祉事務所若しく は児童相談所又は児童委員を介して市町村、都道府県の設置す

る福祉事務所若しく は児童相談所に通告しなければならないとされている。

このため、配偶者からの暴力に係る申出等に対応した場合で被害者に子がいると き

には、児童虐待担当部門と緊密な連携を図ること。

第11 配偶者暴力相談支援センターへの保護命令通知に伴う適切な措置(法第15条第４項)
被害者の安全確保については、配偶者暴力相談支援センターが被害者に対して助言

をしたり 、警察等と連携して被害発生の防止に努めたりするなど、配偶者暴力相談支

援センターが果たす役割は大変重要であるところ、被害者の危険は保護命令発令直後

に高まるおそれがあり、このよう な危険に対処するためには、配偶者暴力相談支援セ

ンターが保護命令の発令を迅速に知る必要性が高いことから、地方裁判所から配偶者

暴力相談支援センターへの通知の規定が設けられている。

このよう な趣旨を踏まえ、警察本部長が保護命令について裁判所から通知を受けた

場合には、配偶者暴力相談支援センターに対する通知が行われているか否かを確認の

上、通知が行われている場合には、当該支援センターと十分な連携を図り 、適切な役

割分担の下に、被害者の安全の確保が図られるよう にすること 。

第12 保護命令違反事件の捜査
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保護命令違反事件の捜査に当たっては、保護命令の内容及びその効力の有無につい

て、人身安全対策課に照会するなどにより確認した上で、適切に対応すること 。特

に、保護命令の内容について、改正法により電話等禁止命令の対象行為が拡大された

こと及び子への電話等禁止命令が新設されたことに十分留意すること 。また、保護命

令の期間について、接近禁止命令等の期間が１年間に伸長されたほか、退去等命令の

期間については、原則２か月間のところ、被害者及び配偶者が生活の本拠として使用

する建物又は区分建物（ 不動産登記法（ 平成16年法律第123号） 第２条第22号に規定
する区分建物をいう 。） の所有者又は賃借人が被害者のみである場合において、被害

者から申立てがあった場合には、６か月間とする特例が新設されたことも十分留意す

ること 。

なお、法第15条第３項に基づく 通知を受けた場合であって、保護命令の効力が生じ
たことについて地方裁判所から通知を受けていないときは、当該保護命令を発した地

方裁判所に照会すること 。

また、法第10条第１項にいう 「 被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所
の付近」 を保護命令の相手方がはいかいしている場合であれば、申立人がその場に居

合わせなく とも違反が成立することに留意すること 。

第13  被害者への配慮等（ 法第23条関係）
１ 職務関係者への教養

本条では、警察職員を含む職務関係者が被害者の心身の状況等に十分な配慮をすべ

きこと 、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修、啓発を

行う ことが規定されている。

「 配偶者からの暴力」 が犯罪であるという意識が加害者にほとんどなく 、被害者が

精神的に無力になる、加害者の態度や言動、加害者への被害者の想い等から被害者の

心情が揺れ動く などという配偶者からの暴力事案の特性等を全警察職員に理解させ、

被害者の立場に立った適切な措置を講ずることができるよう 、研修を一層充実させて

いく こと 。

２ 情報提供

配偶者からの暴力に係る申出等を受けた場合には、意思決定支援手続に基づき、被

害者の置かれている状況に応じて、刑事手続、保護命令制度、配偶者暴力相談支援セ

ンターにおける一時保護、警察本部長等による援助等、被害者が要望すれば活用し得

る制度について、分かりやすく 図示した資料等を用いて、それぞれの要件とその効果

等を確実に教示し、その上で被害者の要望を聴取すること。また、自衛手段、証拠確

保のため必要な事項等の教示も併せて行う こと 。

３ 被害者の心情等への配慮

従来から、申出等への対応に当たっては、被害者の希望する性別の警察職員が対応

したり 、被害者と加害者が遭遇しないよう配慮したりしていると ころであり、被害者

の心情等をより理解した対策を推進すること。

また、保護命令の申立人が相手方と同性の場合について、保護命令を求める申立て

が容認された例があることに留意し、適切に対応すること。
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さらに、法第23条第１項において、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権
を尊重すること と されている趣旨を踏まえ、外国人の被害者の保護においては、在留

資格の有無やその種類により被害者の置かれた状況が様 で々あること や、言葉の問

題、文化・ 慣習の違いなどを十分に意識すると ともに、障害者である被害者の保護に

おいては、障害の特性を十分に把握して、被害者の立場に立ったできる限りの配慮を

行い、適切に対応すること。

４ 秘密の保持

配偶者からの暴力事案の加害者は、被害者に強い執着心と支配意識を抱いている

ことが多いことから、事案対応を通じて知り得た被害者等の個人情報については、加

害者の知るところとならないよう配意するなど、取扱いに十分留意すること。

第14  準用規定（ 法第28条の２関係）
１ 趣旨

近年、交際相手からの暴力が社会的に問題となっており 、被害者やその親族が殺害

される事件も発生していると ころであるが、特に生活の本拠を共にしている場合の被

害者については、従前の制度による救済に制約があり、迅速な救済を図るのが難しい

という実状に鑑み、生活の本拠を共にする交際（ 婚姻関係における共同生活に類する

共同生活を営んでいないものを除く 。 ） をする関係にある相手（ 法第28条の２に規定
する関係にある相手。以下「 特定関係者」 という 。 ） からの暴力及び当該暴力を受け

た者について、法による保護の対象とすること とされているものである。

２ 準用規定とその範囲

「 配偶者」 と 「 特定関係者」 とは、婚姻意思の有無及び婚姻の届出の有無という点

で被害者と加害者との関係性の程度が異なるため、「 特定関係者からの暴力」 を法上

「 配偶者からの暴力」 と同一のものと位置付けることは困難であるものの、「 外部か

らの発見・ 介入が困難であり 、かつ、継続的になりやすい」 ことが認められ、ストー

カー規制法や刑法（ 明治40年法律第45号） による救済が困難であり 、配偶者からの暴
力の被害者と同様の救済の必要が認められることから、準用という形で法の対象とさ

れたものと解される。

法第28条の２においては、法第２条及び第１章の２から第５章までの規定は、特定
関係者からの暴力及び当該暴力を受けた者について準用すること と されており 、これ

らの規定（ 第２条を除く 。 ） 中の「 配偶者からの暴力」 を「 特定関係者からの暴

力」 、「 配偶者」 を「 特定関係者」 に読み替えるなどされており 、法に定められる施

策については実質的に全て適用されること と同じ効果が生ずること と されている。そ

のため、第１から第13までの施策に関しても、特定関係者からの暴力及び当該暴力を
受けた者に全て当てはまることから、適切に対応されたい。

３ 定義

(1) 生活の本拠を共にする
「 生活の本拠を共にする」 場合とは、被害者と加害者が生活の拠り所と してい

る主たる住居を共にする場合を意味するものと考えられる。

なお、 「 生活の本拠」 と いう 概念自体は、民法や改正前の法の保護命令に係る
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規定においても用いられている概念であり 、人の生活の中心である場所をいう など

と解されている。

生活の本拠の所在については、住民票上の住所によっ て形式的・ 画一的に定ま

るものではなく 、実質的に生活をしている場所と認められる場所をいい、共同生活

の実態により外形的・ 客観的に判断されるべきものと考えられるが、補充的に意思

的要素も考慮されること もあると考えられる。

したがっ て、同居期間の単純な長短のみで「 生活の本拠を共にする」 かが決ま

るものではなく 、また、生計が同一であるかどう かという点も、「 生活の本拠を共

にする」 かどう かの判断に当たっ ての主たる要素とは考えられないものと解され

る。

(2) 婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないもの
生活の本拠を共にする交際という概念は幅広く 、例えば、

○ 専ら交友関係に基づく 共同生活（ ルームシェ ア等）

○ 福祉上、教育上、就業上等の理由による共同生活（ グループホーム、学

生寮、社員寮等）

○ 専ら血縁関係・ 親族関係に基づく 共同生活

等が入り得るため、このよう な共同生活を対象から除外するために、「 婚姻関係に

おける共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く 」 こと と された。具体

的に「 婚姻関係における共同生活に類する共同生活」 を営んでいるか否かについて

は、事実婚において一般的に見られる客観的な共同生活の実態の有無を参考にして

判断すること となると考えられる。

(3) 特定関係者
法第１条第３項において、「 配偶者」 には「 婚姻の届出をしていないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む」 と定められている。いわゆる法律婚と事実婚

については、「 婚姻意思」 、 「 共同生活」 及び「 届出」 のう ち、「 届出」 がないも

のが事実婚として一般的に整理されている。

「 特定関係者」 については、さらに「 婚姻意思」 も認められない、「 共同生活」

のみを送っている場合が想定されている。したがっ て、共同生活を送っ ているが

「 婚姻意思」 が想定されないために「 事実婚」 と して整理できないよう なケース

が、法による保護の対象となるものと解される。

(4) かつて生活の本拠を共にしていた交際相手
法第１条第１項のとおり 、配偶者から身体に対する暴力等を受けた後に離婚等を

し、引き続き当該配偶者であった者から身体に対する暴力等を受けた場合について

も適用対象とされていることから、特定関係者から身体に対する暴力等を受けた後

に生活の本拠を共にする交際をする関係を解消し、引き続き当該関係にあった者か

ら身体に対する暴力等を受けた場合についても、同様に適用対象とすること と され

ている。

４ 留意事項

(1) 被害発生防止措置等の対象
第２のとおり 、法第８条及び第８条の２の規定の対象は配偶者又は配偶者であっ
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た者からの身体に対する暴力に限られていると ころ、法第28条の２により これらの
規定を準用する場合においても、その対象は身体に対する暴力に限られる。すなわ

ち、警察官による被害の防止及び警察本部長等の援助の対象となるのは、特定関係

者からの身体に対する暴力又は当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対す

る暴力である。

(2) 特定関係者からの暴力に係る申出の対応
特定関係者からの暴力を受けている旨の申出がされた場合は、当該暴力が特定関

係者からの暴力に該当するか否かについては、裁判所において、当該被害者の申立

てによる保護命令の要件を判断する際に併せて判断されるため、警察における認知

の段階では、配偶者からの暴力事案等として幅広く 受理し、対応票を作成するとと

もに、法第８条に基づく 警察官による措置若しく は法第８条の２に基づく 警察本部

長等による援助又はそれらに準じた被害発生防止のための措置を行う よう努めるこ

と 。

また、警察での事案認知時には加害者との生活の本拠を共にする交際をする関係

を解消しているなどの場合であっても、それ以前に当該加害者からの暴力を受け、

引き続き当該加害者から暴力を受けていると申し立てた場合には、対応票を作成す

ること 。

(3) 住民基本台帳事務における支援措置
配偶者からの暴力を受けた被害者については、第４の６ (2)アのと おり 、 「 住所
又は居所を知られないよう にするための措置」 として住民基本台帳事務における支

援措置の実施のための手続を行っていると ころであるが、特定関係者からの暴力を

受けた被害者についても、法第１条第２項に規定する被害者に準ずる者として支援

措置に係る手続を行う こと。

第15 保護命令事件に係る経過措置
改正法附則第２条第１項において、法第10条及び第10条の２の規定は、改正法の施
行日以後にされる保護命令の申立てに係る事件について適用し、施行日前にされた保

護命令の申立てに係る事件については、なお従前の例によると されている。つまり 、

改正法の施行前に、配偶者又は特定関係者から自由、名誉又は財産に対する脅迫がさ

れていた場合であっても、改正法の施行後は接近禁止命令等の申立てをすることがで

きることから、申出に訪れた被害者に対し適切に教示すること 。

第16 ストーカー規制法の活用
配偶者からの暴力事案についても、加害者の行為の態様によってはストーカー規制

法の適用が可能である場合があるため、積極的な活用に努めること 。

１ 被害者の保護のための活用

(1) 申出受理時におけるストーカー規制法の活用への配意
ストーカー規制法に基づく 警告、禁止命令等の措置やストーカー規制法違反によ

る検挙は、配偶者間であっても適用可能であることに留意し、配偶者からの暴力事

案申出等を受けた際には、別居中である場合はもとより 、同居中であっても別居す
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る意思が明らかであるなどの場合には、被害者に対して、加害者からつきまとい等

又は位置情報無承諾取得等の行為がある場合にはストーカー規制法の適用が可能な

場合がある旨及びつきまとい等又は位置情報無承諾取得等の被害についての記録を

取っておく ことなど被害者が講ずべき措置について教示すること 。

(2) 保護命令の対象者に対するストーカー規制法の活用
法に基づく 保護命令が発せられている場合であっても、加害者につきまとい等又

は位置情報無承諾取得等に該当する行為がある場合には、ストーカー規制法の適用

についても積極的に検討すること 。

また、地方裁判所から保護命令が発せられた旨の通知を受けた後、保護命令の申

立人に防犯上の留意事項等の教示を実施する際には、併せて加害者からつきまとい

等又は位置情報無承諾取得等の行為がある場合にはストーカー規制法の適用が可能

な場合がある旨及びつきまとい等又は位置情報無承諾取得等の被害についての記録

を取っておく などの被害者が講ずべき措置について教示すること 。

なお、ストーカー規制法の適用に当たり、被害者の現在の所在や旧姓・ 新姓等を

秘匿する必要がある場合には、警告書、禁止命令書等の記載により当該情報が加害

者の知るところとならないよう 、警告や禁止命令等を受ける加害者においても、ま

た、事後的客観的にも、何についての警告や禁止命令等であるかが明確となるよう

つきまとい等又は位置情報無承諾取得等の行為が特定されるよう に留意しつつ、加

害者が認識している被害者固有の情報を記載することにより特定するなど、個人情

報の保護に配意すること 。

２ 被害者の親族等の保護のための活用

配偶者からの暴力事案において、特に被害者が別居、離婚等を求めていたり、保護

命令が発せられていたりする場合には、被害者の相談相手となっ ている親族、弁護

士、関係施設の職員、勤務先の上司・ 同僚、友人等（ 以下「 親族等」 という 。 ） に対

し、被害者の所在を探すなどのため、加害者が危害を加え、脅迫し、一時保護施設の

周辺をはいかいし、又は執拗に電話をかけるなどの行為により 、親族等に多大な不安

を与えることがあり得る。

これを防止し、親族等の生命、身体等の保護を徹底すると ともに、これらの者の不

安を除去するため、以下の点に配意すること。

(1) 親族等への事情聴取の実施
被害者から親族等に対する暴行、傷害や脅迫、つきまとい等又は位置情報無承諾

取得等の行為があるとの申出等があった場合は、当該被害者の了解を得た上で、親

族等からの事情聴取を実施するよう努めること 。

(2) ストーカー規制法に基づく 措置の活用
上記(1)により 、又は親族等自身から、つきまと い等又は位置情報無承諾取得等
について申出等があった場合には、当該親族等に対し防犯指導等必要な措置を講じ

ると ともに、ストーカー規制法の適用を積極的に検討すること 。

なお、被害者が親族等と同居していたり 、施設において一時保護を受けているよ

う な場合には、被害者を申出人としてストーカー規制法の適用を行う ことで間接的

に親族等の保護が図られる場合もあり得るが、被害者の負担を軽減する観点とも合
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わせ、親族等を被害者の密接関係者（ ストーカー規制法第２条第１項柱書） として

ストーカー規制法を適用し、直接親族等に係る保護措置を講じることにも配意する

こと 。

この場合において、親族等の氏名、住所、連絡先等を加害者が知らないときは、

１ (2)と同様に、警告書、禁止等命令書等の記載により これらの事項が加害者の知
るところとならないよう 、個人情報の保護に配意すること 。



配偶者から の暴力相談等対応票 その１

受理日時 年 月 日 時 分～ 時 分

取 扱 者
所属 都道府県 警察署

氏名

相談等の
態 様

来室□ 電話□ その他（□ ）

被 害 者

氏名 性 別 男 女

生年月日 年 月 日（ 歳）

※ 住所

代 理 人

氏名 性 別 男 女

生年月日 年 月 日（ 歳）

住所

被害者と の関係 父母□ 兄弟姉妹□ 弁護士□
その他（□ ）

加 害 者

氏名 性 別 男 女

生年月日 年 月 日（ 歳）

住所

被害者と の関係 □婚姻の届出をしている者
□事実上婚姻関係と 同様の事情にある者
□生活の本拠を共にする交際をする関係にある相手
□離婚をした者又は婚姻が取り消された者（ 年 月 日）

□事実上婚姻関係と 同様の事情にあっ たが､事実上離婚し
たと 同様の事情に入っ た者（ 年 月 日）

□生活の本拠を共にする交際をする関係にあっ たが､当該
関係を解消した相手（ 年 月 日）

※ 一時避難先等を閲覧されること が不適切な住所は記載しないこと 。その場合、生活の本拠と している地（ 住民票

の地等） を記載し、（ 避難中） を付記すること 。



その２

相 談 等 の 内 容

種 別 相談（ 援助又は保護の要求を含む。）□ 被害届・ 告訴状受理□

被 害 歴（ ）〔 日・ 週・ 月・ 年〕 前から

被害頻度（ ）〔 日・ 週・ 月・ 年〕 に（ ） 回

被

害

状

況

過
去
に
お
い
て
最
も
ひ
ど
か
っ
た

身
体
に
対
す
る
暴
力
被
害

被害時期 年 月 日

被害場所 被害者の住所□ ※加害者の住所□ １

その他（□ ）

どのよう に身体に対する暴力を受けたのか

症状（ ）

全治（ ） 日・ 週・ 月
医師の診察の有無 あり□ なし□ 警察官 現場臨場□ 非臨場□

過
去
に
お
い
て
最
も
ひ
ど

か
っ
た
脅
迫
被
害

被害時期 年 月 日

被害場所 被害者の住所□ ※加害者の住所□
その他（□ ）

どのよう に脅迫を受けたのか

症状（ ）

医師の診察の有無 あり□ なし□ 警察官 現場臨場□ 非臨場□

直

近

の

被

害

状

況

被害時期 年 月 日

被害場所 被害者の住所□ ※加害者の住所□ １

その他（□ ）

被害状況 身体に対する暴力□ 生命□ 又は身体に対する脅迫

自由、名誉又は財産に対する脅迫□ （ 複数選択可）

症状（ ）

全治（ ） 日・ 週・ 月 ※ ２
医師の診察の有無 あり□ なし□ 警察官 現場臨場□ 非臨場□

被 害 者 の 要 望（ 複 数 選 択 可 ）

刑事事件と しての措置□ 加害者に対する指導・ 警告□
警察本部等の援助措置□
被害を自ら防止するための措置の教示□
住所又は居所を知られないよう にするための措置□
被害防止交渉に関する事項についての助言□
加害者への被害防止交渉のための必要な事項の連絡□
被害防止交渉を行う 場所と しての警察施設の利用□
その他（□ ）

関係機関の紹介□ 保護命令制度についての説明□
その他の要望（□ ）

※ １ 被害場所の「 加害者の住所」 は、加害者住所と被害者住所が異なる場合に選択すること 。
※ ２ 直近の被害状況と して「 身体に対する暴力」 が選択されている場合にのみ記載すること 。



その３

保護命令が必要と思われる被害者と同居している成年に達しない子の状況

子
氏名 性 別 男 女

生年月日 年 月 日（ 歳）

子
氏名 性 別 男 女

生年月日 年 月 日（ 歳）

上記の子に 関する 加害者の言動等

※ 加害者が幼年の子を連れ戻すと疑う に足り る言動を行っ ていると きは、その状況を記載すること 。

なお、上記以外に、同居している子に関して加害者と面会すること を余儀なく される事情を説明した場合に

は、その概要を記載すること 。

保 護命令が 必要 と 思 わ れ る 被害者 の 親族等の 状況

親族等

氏名 性 別 男 女

親族（ 続柄：□ ）

□親族以外
被害者と の関係：

親族等

氏名 性 別 男 女

親族（ 続柄：□ ）

親族以外□
被害者と の関係：

上記被害者の親族等に関する加害者の言動等

※ 加害者が親族等の住居に押し掛けて著しく 粗野又は乱暴な言動を行っ ていると きは、その状況を記載す

ること 。

なお、上記以外に、親族等に関して加害者と面会すること を余儀なく される事情を説明した場合には、

その概要を記載すること 。

※ 同居しているその成年に達しない子が３人以上いる場合又は親族等が３人以上いる場合は、別紙と してこの

様式を使用すること 。



その４

そ の他被害者が相談し 又は援助若し く は保護を 求めた際の状況

※ この欄には、上記各欄に記載していない事項で、特記すべき客観的事実があれば記載すること 。

なお、再度の退去等命令の申立てをしよう と する被害から、転居が困難である等の相談を受けた場合は、

当該相談の内容を簡潔に記載すること 。

相談等に対して執っ た措置（ 複数選択可）

被害届・ 告訴状の受理□
加害者に対する指導・ 警告の実施□
（ 加害者の反応： ）
警戒活動の実施□ 防犯指導□ 防犯機器等の貸出し□
警察本部長等の援助申出の受理□
被害を自ら防止するための措置の教示□
住所又は居所を知られないよう にするための措置□
被害防止交渉に関する事項についての助言□
加害者への被害防止交渉のための必要な事項の連絡□
被害防止交渉を行う 場所と しての警察施設の利用□
その他□ （ ）

関係機関への連絡□
保護命令制度の説明□
その他の措置□ ( ）


